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牛産構造と資本回転率

岡本博公

I 問題の限定

前稿でわたしは， 1960年代後半の日本の巨大企業を対象として九(1)巨大企業

の財務構造が産業構造類型別に異なフたものであること， (2)この財務構造の相

具は産業構造類型別に異なる収益カに規定されていることを明らかにしようと

試みた。 この結果，(1)収益力が相対的川忠、装置(使用〉・生産財産業(たとえ

ば総合化羊工業普通鋼製造業)では， 借入金累積型財務構造であること， (2)収

益力が相対的に高い機械(使用)・消費財産業(たとえば家庭用電芳成器製造業・自

動車製造業〕では，準内部金融型財務構造であることを確認できた九

それでは，財務構造の相異を規定する産業構造類型聞の収益力格差は，生産

構造・流通構造を異にする産業構造のどのような性格に基づいているのだろう

古〉。

本稿では，産業構造類型聞の収益力格差を，産業構造の性格に即して具体的

。研究対象に19回年代桂半の日本の巨大企業を選んだ理由は，設惜投資を基軸とした急成長期=
長期資金の必要額が高い時期にあっても，産業構造の相暗によって財務構造が異なることを明ら

かにするためであった。従来，全産業企業なり全製造業企業を対象とし，急成長過曜であるとい

うζ とから，巨大企業の財務構造を借入金融中心として特徴づけることが多〈行なわれてきたが.

とれは品らずLもすべての産業に罫当するわけではない 19印年代後半では 産業構造の相遺に

よって，財務構造白Z類型を把握できる 1960年代後半とL寸時期は， 61年代を通ずる成長過程

が持続している中で，産業構造の相違が財務構造に明確に反映している時期ということができる。

なお，投資の停滞期二低成長期には，長期資金の必要額が相対的に低下するため，全体として

阿部金融の比重が高まるもりと予測しうる。

2) 以上の点については，拙稿「産業構造と財務構造JI程済論叢』第114巻第1.2号，昭和49年
7.8月。

なお. r産業構造」という用語は，前稿と同様，生産構造流通構造の両側面から，産業部門
内部の構造を特徴づけるものとLて用い，装置生産財産業，装置・消費財産業，機械 生産財

産業機械・消費財産業の4類型に区分Lている.
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に検討しτいくために，さしあたり収益力格差の規定要因のひとつである資本

の回転率をとりあげ，とくに生産構造の側面から，資本回転率の相異について，

したがってまた収益力の相異のー断面を検討していきたい九

収益力格差の分析は，資本の回転率の検討とともに巨大企業の販売力・価格

決定と決定価格の維持刀などの直接には売上局利益率を指標とする分析をあわ

せ亡はじめ己完了すると考えることができるが，価格決定に関わる問題がとく

にプライス・リ ダ である巨大企業にとって「自由裁量の領域 (thearea of 

discreti皿 )J4-lをもつのに対して， 資本の回転は，のちにみるように，生産構造

の性格により強く規定される側面をもっているU したがって，産業構造の性格

に即して収益力格差を検討する場合，本稿で正りあげる資本回転率の相具は，

収主宰力格差の規定要因のひとつではあるがs より強く産業構造の性格を反映し

ている要因である。

資本の回転率をと〈に生産構造の側面からとりあげる点については，現代の

巨大企業における資本回転率の相異が主として生産構造の性格に起因している

と考えることができるからである。いうまでもなく資本の回転は，生産・流通

両過程に関わった問題であるが，現代の巨大企業では流通過程は多くの場合販

売代理業者によって取り扱われ，製造業巨大企業が直接管理する流通期間と流

通過程に投下した資本は大きく節約されていること，流通過程の影響は例えば

製品在庫の多寡などを通じて資本の回転率に一定の影響を及ぼすが，それはま

た，たとえばラインのスピード調整など操業度の操作を通じて生産過程に反映

町資本利益率=費本同転率×売と高利益率左して示すことがで久世用総資本紳!:fl!拡f憧正利益)
率を指標とした場合，機械・梢費財産業の方が装置生産財産業よりも使用総資本回転率，売よ
高利益(悟正利益〉串ともに高い点については，拙稿.前掲「産業構造と財務構造J96-97へー

ジ参照。
4) G. C. Means， Pl門CingP，οwer and the Public Int町 "l!st.1962， pp. 43-44伊藤長1E.北)11
勝差高野清美訳『企業の価格決定力と公共性』昭和訴年， 43-44へ 色人 ミ ンズは，プライ
ス・リーダーによる価格決定の際の自由裁量の領域を「必要な利潤と競争者の直髄性の2つの限

界の間にあるJ(向上.44ベージ〕と考えている.
なお，乙 ζでは，価格決定に関するこのような考え方が，そのまま日本の巨大企業に妥当して
いる左は瑚断できないが，理論的には「自向壇量D領陣」を考えうおというこ 2二である.
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すること，また特に本稿で対象とするような急成長過程では生産物は比較的す

みやがに販売されると想定できることなどの理由から，資本回転率の相異につ

い℃の検討は，さしあたり流通構造を除外して検討することができ，生産構造

の側面に隈定した方がより一層産業構造聞の資本回転率の相呉を浮き彫りにす

るιと古c:;-cきる"。

したがって本稿は，産業構造の性格，とくに生産構造の性格に則して，第 l

に装置産業の資本回転率は拶減産業のそれよりもi齢、己とを明らかにすること，

第 2にそれが装置産業と機械産業のいかなる性格に規定されているかを検討す

ること，の 2点を課題と Lているu 第 l点についてはE節で，第2点について

は匝節で検討していきたし、尺

11 資本回転率相異の実態

まず，製造業巨大企業の収益力の中核を構成する生産・販売活動を通ずる収

益力と，生産・販売活動に投下された資本の回転率との対応関係をみる ζ とを

通じて，資本回転率の相異が産業構造類型聞の収益力格差のひとつの規定要因

5) 鉄鋼業の流通過程については，鉄鋼流通量白ほぽ9割が問屋経由で匝売されている。 ζのうち
「ヒモ付き契約」分は，メーカーが製品を直接ユーザーに輸送し，メーカーが輸送費のほとんど

を負担するが， 輸送中のも白でも， 監理上はすでに問屋に距売されたととになる b 流通過程の

〔掛〕売上の認識は，工場で製品発送状を送った時点に行ない，メーカーにとっての流通期聞は

ほぼゼロに等しい(市川弘勝「日本鉄鋼業の再編成J1969年，第8章，宮上製鉄株式会社『鉄鋼

の知識 E鉄鋼り販売 1需給と販売』昭和40年，および聞き取りによるλ

自動車の流通期間も，鳳則としてデイ ラ が買取り服売を行なうためにきわめて短縮されて

いる.とくにトヨタなど自動車盟売会社を分離しているところでは，組立工場の樟にある製品ヤ

ードへ製品が入った時点で〔掛)売上が認識され，この場合も流通期聞はゼロに等しいロ
なお，巨大企業にとって流通過程に投下された資本が節約されていると」、っても，大量版売体

制の確立と大量生産とは密接に結合しており，巨大企業による流通業者への投資は相当な額にり
ぼっている~ 1964年下期で，メーカーからデ fーラーへり貸付金残高と出資金の合計慣は， ト胃

タ〔自工 自阪とも〉の場合，約47億円，日産自動車では約70億円に達している(以上の点は，
日本長期信用組行「自動車の流通機構J .調宜月報.，11%号，昭和41牛7月， 78-79ヘーνL

流通過程に長期にわたって投下された資本は，一般に消費財産業。方が大であるが，使月現実
資本回転率は機冊ー消費財産業の方が高しこの点、からも， ~IJJ転率。相具申基本的妥闘は生産構

造の性格の相異に求めるべきものと考えている。

6) 本稿で捨象した資本回転率以外の収益力規定要因と流通構造の性格については別の機会に検討

LtこL九
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第 l図 産業部門別収益力・回転率

(1967........69年度〕
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使用現実資本回転率(回)

(11 使用現実資本宮業本益率=営業キIJ益/使用現実

資本
(21 使用現実資本回転平=(売上原価+胆持費ー
般管理費)/使用現実資本
制使用規実資本置用現実資本期百期末計十
当期減価憧却費)/2
('1 算出は，67rv68年度0)'年閣についてそれぞれ
行なし、年率に換算した。
日本長期信用組行『菜種別雄官分析資料』昭和
42，，-，44年度版より算出作成.

になっていることを検証しておこう。

第 1図は4産業部門について，たて

軸で使用現実資本首業利益率を，横

軸で使用現実資本回転率を示したも

のであるヘ

装置・生産財産業に属する総合化

学工業の使用現実資本営業利益率は

年 7.5%， 使用現実資本回転率は年

0.7回， 同様に普通鋼製造業の場合

は使用現実資本営業利益率年8.6%，

使用現実資本回転率は年O.7回であ

る。他方，機械・ i消費財産業に属す

る家庭用電気機器製造業の場合，使

用現実資本営業利益率は年17.0%，

使用現実資本回転率は年1.5回，自

動車製造業では，使用現実資本営業

利益率年10.3%，使用現実資本回転

率は年1.2回である。装置・生産財

産業は，収益力・回転率ともに低い。

7) 三菱経済研究所『企業経営の分析』など通常の経営分析で利用されている回転率指標は，売上

高を使用総賢本などで除することによって算出きれている。しかし，厳密に回転車を問題とする

場合には，利益を砕1十すべきであり，売上高を分子とする方法は適切でない. I商業上の慣行で
は回転の計算は不正確なのが普通である。実現された商品価格の総額が充用総資本の総額に達成

-・・
すれば一回転したも白とみなされる。しかし 賢本は里親ぎれた商品の費用師栴の給計が総資本

の総額に等し〈なるときに，はじめて完全な一回転を完了することができるのである。 F

z ンゲルス(皆点ェγゲノレ久)J(K マルクス著. F エンドルァ、編「資本論』第3巷，マAク

ス=エンゲルス全集刊行重員会訳大月書信普及版第4分冊， .287ベージ。)それゆえ，本稿での
回転半の算出は，売上高を分子とせず，すベ ζ費用を分子にとっ Cいる。

なお，費用・刺益坦数値については資料上の制約から企業が公表しているものをそのまま矛用

している@それぞれ白指標からは，傾向が判断できる。

使用現実資本については，拙稿，前掲「産業構造と財務構造J78ベ ク善照.
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第 2図使用現実資本回転率の推移 ζれに対し機械・消費財産業は，収

--r〆

(67~69年度〕

.-一-~家電機器製造業
/ 

_'II__.....x自動車製造業
，.....-・一一目

とニューマで総合化学工業
'普通銅製造業

67 68 69 年度)

益力・回転率ともに高い。

第 2凶は，使用現実資本回転率に

つい ζ3年間 (19日~69年度〉の推移

をみたものである。使用現実資本

回転率は，装置ー生産財産業である

総合化学工業・普通銅製造業では年

O.6~O.8回であり，機械・消費財産

業である自動車製造業では年1.1......... 

1.2回， 家庭用電気機器製造業では

さらに高く年1.4~1. 6固となってい

る。以上から明らかなように，資本

の回転率は産業構造類型別に異なっ

1) 軍出方法は第1図に同じ. ており，産業構造類型間の収益力格
日本長期信用盟行『業種別経営分析質料』昭和42

~44度版より草出ー作成。 差を基礎づけている。

ところで， 装置・生産財産業と機械・消費財産業は財務構造の 2類型〔借入

金累積型と準内部金融型〉を示すものであったが， 財務構造が両者の中間的な形

態かもしくはそのどちらかに近似した形態を示す装置 消費財産業，機械・生

産財麿業の使用現実資本回転率は，装置・消費財産業の場合，たとえば医薬品

製造菜では年 0.8 回 (1967~69年度，以下同様)，機械・生産財産業の場合，たと

えば一般機械器具製造業では年O.9~1. 0回，総合電気機器製造業では年0.9回

でありベ回転率もまた同様に中間的な様相主示している。しかし，この場合で

も，機械産業の方が装置産業よりもわずかではあるが回転率は高い。

以上の検討から，対極的な産業構造である装置・生産財産業と機械・消費財

産業は，財務構造・収益力・回転率ともに 2つの典型的な様相を示していると

8) 日本長期信用銀行『業種別経営分析資料』昭和42，......，44年度版より茸出。葬出方法は第1図に同
じ。
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と， とくに本栴の課題である生是正構造と回転率白関係に限っていえば，機械産

業の回転率は高〈装置産業の回転率は低いことが確認できる。

さて，これまでは生産 販売活動を通ずる巨大企業の収益力(使用現実資本営

業利益率を指標とし，巨大企業の財務構造を基本的に規定するものであった〉を基礎づ

ける使用現実資本回転率をみてきた。それはいうまでもなく生産・販売活動に

投下された資本の回転を示すものである。それゆえ，本稿で直接の対象とする

生産構造に即した. 生産活動に投下された資本(以下製造資本と略す〕の回転を

示すものではない。したがって次には，販売活動に投下された資本を除外し，

製造資本に限って具体的に回転の態様をみておこう。製造資本の回転は，先に

も述べたように，巨大企業の資本の回転に最も重要な影響を及ぼしている。以

下では，より詳細な資料の必要から，個々の巨大企業に即して検討していきた

し、。

第 l表は，装置・生産財産業に属する総合化学工業から住友化学工業・三菱

化成工業，普通鋼製造業から新日本製鉄・住友金属工業，機械・消費財産業に

属する家庭用電気機器製造業から松下電器産業・ソニー，自動車製造業から日

産自動車・トヨタ自動車工業の自社について製造資本回転率をみたものである。

第 l表製造資本回転率 (田/年〉

名品f恥剖草n主|品会除副 Y且|日時防接
時事| 0.5 1 0.7. 1 0.8 1 2.5 1 2.3 1 1.7 1._.2.0 

1) 製造資本回転率=当期製品製造原価x2/当期製造資本
2) 製造資本~(原材料+貯蔵品+仕掛品+半製品+(有形固定資産土地)J の期肯期末合計/2

3) 以下の諸圭の有帝国定資摩については車得価格をとっている内 ζれは，有形固定資産の(取得
時から除却時までの〉長期的な生産能力を近叫的に表現することによって生産構造の性格をより
強〈特徴づけるためである。なお，帳需価格をとった場合でも同様の阻向を確認しえたが，この
点については，撞述注23)で説明する。
4) 新日本製鉄のみ70年度上期ョ他は69年度上期。
各社『有価証券報告書総覧』より算出作成。
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これら B社は，それぞれの産業部門を代表する巨大企業であり，生産構造の相

異に基づく製造資本回転率の傾向を知ることができる。製造資本については，

原材料・貯蔵品 仕掛品・半製品・有形固定資産(土地を除。の合計額をとり，

製品製造原価を製造資本で除することによって回転率を求めているぺ

製造資本回転率は，装置・生産財産業に属する 4 1'十の場合年O.5~O. 8回， こ

れに対して，機械・消費財産業に属する 4社の場合は年1.7~2. 5回である。生

産構造の相異に基づく製造資本回転率の梱呉は明らかであろう。装置産業にお

ける製造資本の回転率は低く，機械産業は高い。先の使用現実資本回転率と比

較すれぽ，装置産業と機械産業の製造資本回転率の格差は拡大しており，生産

構造の相異が資本の回転の態様を基礎的に特徴づけていることが確認できる円

III 資本回転車相異の要因

装置産業と機械産業の資本回転率の差異は，生産構造のどのような性格に基

づいているのだろうか。

製造資本の回転率は， (1)流動資産凶転率" (2)固定資産回転率， (3)生産過程で

充用された流動資産と固定資産の構成比(以下充用資産構成と略す)11)の 3つの

的原材料貯蔵晶・半製品ー仕揖品などの棚卸方法と評価基準，原価計算方法は，各社とも異な

っており，また産業部門別でも統一した方法が用いられているわけではないa したがって，算出
した数{直については，資料識別上の限界から，ここでも傾向を示すもりとして利用している。

なお，現代巨大企業の生産構造をみる場合には管理機構を捨象することはできないが(この点

は坂本和一民が告し〈展開さ札ている，坂本和一『現代巨大企業の生産過程』昭和49年，特に第
3部lV章参照L この点も費耕識別上白困難からきしあたり除外しておく。
10) 第1表に掲げた数値は，簡単にするために1期間の資料に基づいてのみとりあげたが，こ0傾
向は67~回年を通じて確認できる。

なお，装置・消費財産業に属する武田薬品工業の製造費本回転車は年0.6回7 機械・生産財産

業に属するいす X 自動車では年1. 9回，東京芝楠電却ま年ユ 2回(各社『有価証券報告書総覧~ 69 

年度上期版より算出)であり，この点からも回転率の相異はとくに生産構造の相異に基づき，機

械産業の方が装置産業よりも高いことが明らかであろう。

11) 通常「資産構成」という場合には，貴借対照表上申流動資産と固定資産の構成比であらわされ

ているが，製造資本回転率の差異士生産構造から説明する指標として用いる場合この方法は適切

ではない。

資産構成は，一定期間に一定量の生産物を生産する場合に必要な流動資産と固定費産を基礎と

する乱費情対照表上に表示された流動資産，閏定資産はp それらの一時点で¢在高を示すもの

であり，生産構造申性格に規定された資産構成を正確には表現しない。たとえば膨大な流動資産
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条件によってきまる。それぞれの条件については. (1)流動資産回転率が高いほ

ど. (2)周定資産回転率が高いほど. (3)充用流動資産構成比が高いほど製造資本

回転率は高〈なる。

ところで，装置産業と機械産業を比較すると，機械産業はこの 3つの条件す

べてについて装置産業を上回っている。つまり，機械産業の方が装置産業に比

して流動資産向転率・固定資産回転率・流動資産構成比とも高いu したがって，

製造資本回転率の差異は， ζの3つの条件それぞれについて，それが生産構造

のどのような差異に規定されているかを検討することによって.一層明確にし

うる。

以下では，装置産業と機械産業の具体例を普通鋼製造業と自動車製造業に求

めながら，生産構造の相異に基づく流動資産回転率の相異，固定資産回転率の

相異，充用資産構成の相異を順次検討していきたい。

(1) 流動資産回転率の相異 生産期間の相異

第2表原材料回転率 〔回/年〕一一財産業 | 即費財産業
企業名城北岬料叫汁草間
野草 I95 I 8.0 I 25 I 73 I町 I17.5 I 54.5 I 3削
1) 原材料回転率=当期材料費X2/(原材料貯蔵品の期首ー期末合計/の

の対象時期については，第1表に同じ。

各社『有価証券報告書総覧』より算出・作成。

機械産業の流動資産回転率は装置産業のそれよりもはるかに高い。第2表は，

原材料回転率によって生産過程に投下された流動資産の回転を典型的に示した

を必要とする生産構造の場合でも，部品原材料が定時定量納入されれば費借対照漫上の流動資
産ま低くおさえられるし，逆に流動資産の必要が相対的にす〈ない生産構造の場合でも，生産工
程が屋内豊にすすめば，貸借対照表上の流動覧産の比車は高〈なる。
本欄では一定期間に生産過蝉で充用された流動資産・固定資産構成比を先品会ftI'1主成として用
h 通常の 時点で¢在高で示す資産構成とは区別している。
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ものであるが，機械産業巨大企業4社は装置産業に属する 4社主大きく上回っ

ている。

流動資産凶転率のこのような相異は，生産構造のいかなる也格に基づくのだ

ろうか。周知のように，生産過程に投下された流動資産は，一生産期間の完了

とともにすべτ費用となる。したがッて流動資産回転率は，直接には生産期間

の長短に基礎てきけられており，装置産業と機械産業の流動資産回転率の差異は，

装置産業と機械産業の生産期間の相異を検討することによって明らかにできる。

さて， ととでいう生産期間は，いうまでもなく企業がある製品を生産するの

にEれだけの時日を要するかということであり，換言すれば企業がある製品t

生産するために原材料なり部品なりを購入した時点から製品が完成するまでの

期聞を意味する。ところで，現代の巨大企業は通常多種類の製品を生産してお

り吹 生産期間は製品別に，さらにはその製品が生産される時期によってそれ

ぞ仇異なっている。それゆえ，普通鋼製造業の生産期間とか自動車製造業の生

産期間とかいう言い方はそれ自体は不正確であるが，個々の製品(品種〕の生産

期聞は企業の外部からは知りえず，またこのような包括的なとらえ方によって

も生産期間についての傾向を知ることができるので，以下では便宜上大略を概

観することによって生産期間の検討を行ないたい。

装置産業の生産期間は長い。たとえば，普通鋼製造業の生産期間については，

製鋼工場(転炉〕で品質が確定するため通常製鋼工場以後白タイム・スケジュー

ノレがくまれているが，主要製品である熱延鋼仮の場合，出鋼から出荷までの標

準最短時間は 20~25 日を要している〔出鋼から分塊工場をへて庄延工場に至るまで

約 '~2 週間，庄延から検査・精製が約 1 週間，山荷作業に 1 週間かかる〉。冷延鋼板

の場合さらに 1~2 週間多く要する。したがって，出鋼から出荷主で 1 ヶ月か

ら 1 ヶ月半程の時日を費しているu さらに，原料在庫が 2~4 週間，原料精製

から高炉装入まで 3rv4Rを必要正し，す〈な〈みても普通鋼製造業の生産期

12) この点については，坂本和一「現代巨大生鹿単位の生産方式一一現代の大量生産方式について
一一J W立命館経済学』第23巷第1号，昭和49年4月，とくに第E節事照G
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第 3図熱延鋼板 ci帝延鋼板〉の生産期間

コークス工場焼結工均

‘一一一 15-30~.J-* 3-'日一一一一一一一一一一一→，

""昔
モ一一一一一ー7-14日ーーーーーー参 ぞ8-13日参 る一一一一回 7-10日ー一一一一歩

熟延鋼恒を生産する数社の概略による。

間は2ヶ月前後を要することになる〔以上第3図参照)13)0 

この生産期間の大部分は，中間生産物が工程相互間中工場相互間に滞留して

いることによる。 直接の製銑時間や製鋼時間は短いが〔前者で約6時間，後者で

約 0.5時間)， 装置産業では， 中間生産物のプーノレを利用して工程管理や品質管

理を行なっているために，労働対象の流れは各工程間・工場開で中断され全体

の生産期間は長〈なるくなお，化学工業の場合では貯蔵タンクを想起されたい)14)，。

これに対して，自動車製造業の生産期間はきわめて短い。以下はトラック生

産の例であるが， 4トy トラヅグの場合エンジン アグスノレ・ミッショ Y等の

部分組立から総組立に至るのべ時間(鋳・鍛造などの粗形材の生産工程の所安時閣

を除りは35~60時間， 10 トントラックの場合でも 100~130時間主要するにす

ぎない15L この数値は γ ジン組立，アクスノレ組立， ミグション組立など部

分組立での所要時間を並列的に加算したものであるが，現実の自動車工業の生

産工程ではそれら部分組立は総組立のコンベア ラインの速度に同調しながら

13) 鉄鋼 6大メーカーの場合には，華月 1 回 (20日前後〕先物協議会を開催し 2~3 ヶ月先に製品
となるものの先物契約を行なっているが(富士製鉄，前掲『鉄鋼業の知識 E鉄鋼の胆売j63ベ
ジ〕 これはオ グ を受けてからそれを工場k送り事材要求するまでの事務工期 '~2 週間!-，

出鋼以挫の 1 ヶ月 ~1 ヶ月半の工期との合計 2 ヶ月前後と対応している。
14) なお?との点については，工場内部νペルでの労働坦J織について，装置産業の場合を「時間的強

制進行性未確立型の労働組織ム 機械産業の場合を「時間的強制進行性確立型の哲働組織」とし
て特徴的に対比され，そり表象とし.Cr中間生産物りプノレ」をとりあげられたEみ和一民の見
解に多くをおっている。坂本和 ，前掲『現代巨大企業の生産過極』第3部第E章， とくに四8

ベク参照。

15) 以上の点は， トラックを生産する数社の概略である.
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同時進行しており，所要時間はさらに短くなっている。乗用車の生産期間は，

トラックの生産期間よりも一層短い。

自動車工莱のような機械工業では，中間生産物のプーノレ吉子L程管理と品質管

理に積極的に利用する必要はすくない。それどころか，コンベア・シλ テムの

利用によって，工程相互間・工場相互間での中間生産物の滞留をおさえている

点が特徴的なのである。わずかに， ロット生産の行なわれる鋳・鍛造工程とプ

レス工程のうしろに中間生産物のプーノレが設置されているが，たとえばプレス

工程のうしろの中間生産物の滞留も最大限10日間といわれており，全体の生産

期聞はきわめて短い。労働対象の流れは総組在のコンヘア・ライ γ と連動して

いる。第2表でみた原材料回転率の差異は，このような生産工程の性格の相異

による生産期間の相異を直接反映している。

さらに，流動資産回転率は機械産業では，関連企業・協力企業群を部品企業

として編成し，原材料・部品の定時定量納入を強制すること(生産の同期化〕に

よって一層高〈なるお)。

コンベア・ライ γの利用などは，現実の生産期聞を早め，原材料・仕掛品・

半製品の滞留を低くおさえ，それらに投下された資本を縮小することによって

回転率を高める方策であり，関連企業・協力企業群を部品企業として利用し定

時納入を強制する方法は，部品作成から完成品に至る現実の生産期聞は変らな

くEも，部品を外注することによって巨大企業の直接管理する部面での生産期

聞を短くし， しかも定時納入によっ亡原材料の在庫負担をすくなくする ζとに

よって回転率を高める方策である。機械産業は， ζの2つの手段を i分に利用

することを通じて，生産過程に投下された流動資産の回転率を著し〈高めてい

るm。

16) トヨタ回動車工業では，部品メーカーから部品 ユ ツトの定時定量納入をはかる方首長を「看
桓方式J. 工程相宜聞のラインの同調をはかり，エソジン ミツショ γなどの中間島産物D滞留
をおさえる方法を「プル オ ハ方式」とよんで，それぞれ意識的な-'-程菅理由対象とし工
いる(堀江英一「協力会社J W経済論叢』第111巻第3号，昭和48年 3月.4ヘ ジ参照)。
17) 企業は，現実的技術的回転期間を早める方策りほか，関連企業ー協力企業D利用やその他諸
種の方革を通じて阿転期間を商か (Lている，議会始業などのように特に長却の現実的・技術的回
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(2) 固定資産回転率の相異一一設備耐用年数・投資額・建設期間の相異

固定資産の回転率も，装置産業に比して機械産業の方が高い。第3表は装置

産業4社と機械産業4社の有形固定資産回転率をみたものであるが，機械産業

4社の有形固定資産回転率はすべ ζ装置産業4社を上回っている。

有形固定資産回転率の相異は， 機械産業の方が実質的な耐用年数の短い機

械・装置を利用していることを示している。企業が所有している機械ー設備の

耐用守数が全体として何年かという点は企業外部からは知りえず，さしあたり

回転率の逆数と Lてしか示すことはできないが，第3表からみると，機械産業

では全体として10年以下，装置産業では1C年以上の耐用年数主いう ζ とが知れ
る18)。

第 3表有形固定資産回転率四相異 (凶/年〉

産業構造 | 装置・生産財産業 機市民・消費財産業

企業名 |ι剥品長|富田副品J主|晶品|ソーは動訂正皇
陸軍事I0凶 I0国 I0.07 I 0ωI 0.14 I 0.11 I 012 Iω 
1)有罪固定曹産回転車=当期憧却費x2/(有帝国景菅摩ー葬設仮勘定一土地〕の期首期末平劫
2) 対象時期については，第1表に同じ、
各社『有価註拳報告書総覧』より軍出作成，

装置産業と機班産業との固定資産回転率の格差は，さらに設備投資額と設備

建設期聞の相異を考慮にいれることによって，有形固定資産回転率の差異以上

に拡大していく。有形固定資産回転率は，設備投資が完了し生産活動に参加し

ている固定資産の回転を示したものであるが，設備投資額と設備建設期聞の検

転期聞をもっ企業における工程払い(自背骨払い〉は，現実的 技術的回転期聞から部分的に独立
して資金的回転期聞を短くする方策といえる. この点については高寺貞男「工事進行基準の形
成受容過程J ~.会計』第1伺巻第 3号，昭和49年 9 月を参照されたい。
18) なお，このように回転事の逆数で直接有形固定資産の耐用年数を判新しうるのは，加速償却を
考膚外においてのことであり，実際の耐用年数は厳密には知りえない.
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討では，すでに投下されな

がらまだ生産活動に参加し

ていない資本がどれだけ存

在するかが問題となり，資

本のこの部分が大であれば

あるほE固定資産回転率は

低〈なるの

さて，現代の巨大企業に

おいて支配的な生産単位は，

異種工場が結合した巨大な

有機的生J産統合体=結合工

場であるm。 したがって設

備投資は， 個々の機械装

置についてばらばらにおこ

なわれるのではなく，生産

単位の確立にむけて，い〈

っかの異種工場を一体とし

ておこなわれる。第4図は，

現代の普通銅製造業巨大企

業の支配的な生産単位であ

る銑鋼貫製鉄所の建設過
1) 実線は建設期間，破襖は修繕期間を示す。

程を，住友金属工業和歌山

製鉄所を例にみたものであ

製銑・製鋼・庄延の各工程にそって高炉 1~2

2) 69， 70年度は計画，それ以前は実額。

『住友令属工業有価証券報告書総覧』より作成。

る古'. 各年度の推移をみれば，

10) 結合L場(または工場結合体〉が現代の巨大企業における支配的な生産単位である点について

は，堀江英 「巨大企業D生産構造削JW経由論叢』第 106巻第6号，昭和45年12月，同「結合企
業の重層性J W経済論叢』第108巻第1号，昭和46年 7}j，宮本和 ，前掲『現代巨大企業の生産

過程』第2部審照。
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基，転炉 1~3 基，圧延機数機を単位とした設備投資が数年を要しておこなわ

れていることが明らかであろう。このように設備投資がそれぞれの生産単位に

規定され，いくつかの異種工場主 体として大規模に長期間にわたっておこな

われていることは，すでに投干されながら生産活動に参加していない巨額の資

本がi滞留していることを意味する。資本四ιり部分は，一般に装置虚業巨大企

業の方が大きい。たとえば現段階の普通鋼製造業の場合，高炉1基に約 700億

円を更し〈新日本製鉄君津 4号高炉)，焼結炉・コ ク九炉・高炉・転炉・連続鋳

造機・熱間圧延機・厚板ミノレの一連の投資は 3，300億円，建設期間約 2年半を

要している(新白木製鉄大分製鉄所2号高炉関連投資から)。石油化学工業の場合に

も同様に巨大な設備投資であり，住友化学工業新居浜製造所の幼万トンエチレ

ンプラ y ト関連投資では，エチレンプラ γ トのみで 600億円，関連投資を含め

ると 2，100億円で 2年の建設期聞を見積もっている叱 これに対~，自動車製

造業は機械産業のうちでも巨大な生産単位を必要とする産業部門の代表的なも

のであるが， トヨタ自動車工業の完成車組立工場のひとつである高岡工場の一

期工事(原動力設備・ボデー・塗装・組立各プラントD建設)の場合は約70億円，建

設期間 9ヶ月を要するにすぎない200

第 4表有形固定資産に対する建設仮勘定の比率 (%) 

産業構造 l 装置・生産財産業 友|松 機械消費財産業

合削除品料品 44ソニ|日勘定凶
競事卜0.7 I 151 I 99 I 7.2 I 3.7l11.0 I 4.7 
1) 有形固定資産に対する建設置勘定の比率〔拍)~期末建設低勘定/{有形固定資産ー建設E勘定

土地}
2) 対象時期については第 l表に同じ.
各社『有価証券報告書総覧』より算出・作成.

20) 聞き取りによる。
21) トヨタ自動車工業 rトヨタ自動車30年史』昭和42年.597-603ベージ。 なお，この世値はやや
甘く1966年のものであるが，自動車製暗業の場合投賢単位を細分した適当な資料がないのでこれ
を利用した@なおさらに古〈住友金属工業和歌山製鉄所1号高炉関連投資 19臼年3月完成〉の場
合でも 531億円，拍 2 年聞を要しており(~有価直券報告書総覧』より〕 との餌向は確認できる凶
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すでに投下されながら生産活動に参加Lていない資本が有形固定資産の中で

どれほどの比重を占めているかは，有形固定資躍に対する建設仮勘定り割合で

示すよとができる。装置産業の方が建設仮勘定の比率は高しこのような資本

部分が大きい乙とが確認できる(第 4表〉問。

装置産業では，有形固定資産の実質的な耐周年数が長いばかりか，さらに有

形固定資産が生産活動に参加するに至るまで長期間巨額の投下資本が滞留する

ことによって，固定資産回転率は一層低〈おさえられるととになる。

(3) 充用資産構成の相異 先行投資形態と関連企業・協力企業の利用形

態の相異

充用資産構成の差異もまた機械産業の方が装置産業よりも製造資本回転率が

高いことを示している。

充用資産構成は， 一定期間〔以下ここでは一年間)に充用された流動資産と固

定資産の構成比を示すものであるが，充用された流動資産は全部費用となるの

に対し，固定資産は部分的にのみ費用となる。したがって充用流動資産の構成

比が高ければ高いほど，投下資本が費用化していく度合いは早<，回転率はそ

れだけ高い。

第5表はこの関係をみたものであるが，装置産業の充用固定資産構成比が58

'"'-'73%に対し，機械産業のそれは22rv40%にすぎない問。装置産業 Cはつねに

充用固定資産が充用流動資産を上回っているのに対し，機械産業では逆であり，

22) ソニーの建設仮勘定比率が高いのは， ζの時期に，カラーテレピ生産体制の確立にむけ，従来
の本社工場仙台工場厚木工場に加えて，大崎芝浦稲沢り各工場建設が集中しているため
であり〔ソニー rSONY事業経歴書』昭和47年8月，および「会社案内』にzる)， 工場数が
数年間で倍増するという例外的な事態によるもりであろう.
23) 克用固定資産の数値は 一定規模の生産を行なうために必要な固定資産投資額を表現するため
に，直接にはストックで表示しているが，これは〈定額償却を前提とすれば〉耐周年数で除する
ことによってフロ に置き換えることができる， (装置産業揖楓産業の耐周年数が同一ならば〉
機械産業の充用固定資産構成比はやはり相対的に低い。ところで，第3表でみたように機械産業
。圃定資車耐用年数はー雌に短く，フローでみる場合には充用資産構成り抽童は縮小するが， ζ
申場合でも機械産業の充用圃定資産構成比は相附的に低い。
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第 5表充用資産構成の相異 (%) 

産業構造 | 装置・生産財産業 機械・消費財産業

企業名 |ι剖ィゐ劃重明品長国主品l ッー I~動車院議
岡野|即 134.1 1 41.7 1 71.8 1γ1  68 
自資:1 73.0 1 71.8 1 65.9 1別|四21 223.1 40.1 1出
1) 充用流動資産=当期材料費 x2
2) 充用固定資産~(有形固定資産建設桓劃定土地〉申期首湖東平均

的 それぞれの年間構成比を求めてレる。
4) 封象時期については，描1圭に同じ.

各社『有価証券報告書総覧』より算出作成。

生産構造の対照的な性格を示している。それでは，充用資産構成の相異は生産

構造のどのような性格に基づいているのだろうか。以下では，この点について，

①先行投資形態の相異と，②関連・協力企業群の利用形態の相異の2点から具

体的に検討していきたい。

① 先行投資形態の相異

企業の設備投資による生産能力の増大は，一定の技術単位分だけ増大し，し

たがって段階的にのみ変化する叫 ところで，設備の不可分割性に基づく規模

有用固定資産(フロ}】構成比 (%) 

花学長志議事日Hdib産量|ソユ l品寧昌晶玉皇
19.:1 HU~ 12川 8.9I2 I 3.2 I三3I 6.9 
1) 充用固定資産〔フロー〉構成比=有形周定費産減価償却費xlC札/(有形固定資産減価
償却費+材料費〕

各社『有価証券報告書総宜』より費出・作成。

なお，このようにフロ でみた充用固定資産構成比における格差の栴j、は，車l表の算出にお

いて圃定資産帳樟価格をとった方が車得価格をとる場合よりも製造費本回転皐の格差を一層拡大

させる結果となり，いずれの指標をとっても，生産構造の相異による製造資本回転事の相異ま確
認できる。

24) E. Gutenberg， Grundlagen der Bet:何"ebs叩 irtschaftslehre，Bd_ 1. Die p:即位4紅白'.
Berlin. '1955， S. 25!:l 溝口一雄'高出馨訳『置営睦清寺原理』弟i巻生産品昭和32年，271ベ
ジ。
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の経済性の追求は，装置産業の場合生産設備を構成するすべての機器の大型化

(容量の拡大〕によって達成され25l， 設備投資による追加生産能力の技術単位は

ますます拡大していく。しかし，現実の生産量は設備投資による追加生産能力

に応じてただちに増大するわけではないコ ζの結果，企業の設備投資は常に目

標生産量に去づくいわゆる先行投資としておこなわれ，ある時点では生産実績

を上回る生産能力を保有することになるコ設備投資を基軸とした急成長過程で

は，追加生産能力の技術単位がますます拡大する装置産業に，とくにこの差が

顕著にあらわれ， 生産実績を上回る生産能力が恒常的に存在すると推測でき

る配。 第 5-a図はこの点についてモデノレ的に示したものであり，第5-b図

は住友金属工業とトヨタ自動車工業の実際例についてみたものであるが，先の

推測は実際例でも妥当している問。

第 5-a図生産能力と牛産実績の推移(的

(i) 装置産業の場合

生産実績
生産能お

生産能力

" 
暗闇

(u) 機械産業の場合

控訴

時間

vgl. Eマ Gutenberg，Grundlagen der Bet円 "ebs即 irtschaftslehre
l日d.1. Die Produktion， Herlin 1955， S. 262 

25) 松井哲夫「石油精製菓における規模の経済性」越憤和典『規模。経済性』昭和44年， 36-38--'.! 

ジ，および同書越棲氏の序説参照。なお，鉄鋼業における高炉の炉容拡大，および石抽化学工
業におけるエチレソフヲントの拡大等を想起さイしたい。これ6f;ょ，建設費・土地利用・熱矛IJ用・

労働力利用の効率性から説明できる。
26) 機楓産業り場合は，生産能力U増大は，加工機械り柑置や組立安イソの延長などによってある

程度まで可能であり，設備の不可分劃性による追加技術単位は装置産業に比べて小さい。

27) グ←テンベルグは織布工場のような場合(機師産業に相当 岡本〕には，生産能力の技術単

位は無数に区分され，したがって生産能力の変化は階段状から直時的な変化に推移することを示
捜しているが (Gutenbeng，a. a. 0.， S. 261前掲訳書， 272-273ベ ジ)，第5-b園(ii)トヨタ
自動車工業の倒は干のような場合を回確に示Lている，
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15 

10 

第 115巻第6号

第 5-b図生産能力と生産実績の推移 (2)

(i) 住友金属工業の場合

生産能力・実績(lOO万l/年)

粗鋼生産能力

韓宝失生産能力

67 68 69 70 71 年

9 3 9 9 月

能力の算定は，新鉄鋼協会算定方式。 w有価証券報告書総覧』よりー

生産実績を上田昌生産設備の恒常的な存在は，それだけ生産過程で実際に充

用された原材料などの流動資産部分に対して有形固定資産の比重を高めること

になる。この結果，機械産業に比して先行投資の大きい装置産業では充用固定

資産構成比が高い。

② 関連企業・協力企業の罪問形態の相異

現代の巨大企業の生産構造は，単に巨大企業内部で構成されているのではな

し膨大な関連企業・協力企業を一つ白有機的生産統合体に編成することによ

ってはじめて成り立っている加。関連企業・協力企業は，巨大企業の労働対象

2的堀江英一「産業コンツエルンJW経済論叢』第1lC巻第 5号，昭和む年11月，同，前掲「協力会
社J毒照園
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(ii) トヨタ自動車工業の場合

生産能力・実績(月産，万台)

15 

10 

5 
d 

66 

11 

， 

67 

5 

y 

11 

• 
.' 

68 

5 11 

〆

69 

5 

f 

・{/
J 

.... 7、1/

11 

70 

5 

， 
J 

-酷生産台数
回融生産能力

F 
J 

F 
J 

II 

r 乗用車生産能力

ノ 乗用車生産台数... 

71 

5 II 

年

月

(479) 

生産実績が生産能力を上回るのは. ，強度によ忍適応J(intensitatsmasige 

Anpassung)によるものであろうか国 Gutenberg，ebeァula，S. 235.). 

『有価証書予報告書総覧』より.

37 

の流れ=生産プロセスにそって， 巨大企業の生産構造の一部にくみこまれてい

る。

なお，協力企業とは巨大企業が長期的に下請関係に編成し協力会などに払織しているものをよ

び，関連企業とはこれら協力企業のうち巨大企業が資本参加しているものをよぷ。
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第6図 関連企業・協力企業群昭利用形態の相異。装置産業の場合
之監型空L+

司二次加

工事詰負 作業開背負を行なう閥述協力企業務

(例)住友金属工業の楊合

工事補負作業1背負
(利歌山)のペ 157社

(鹿島) 別

(小宮"

(大阪 25

(尼崎"

一次加士目社
目リ還当初処理

3 量たぞ"何色
10社

運輸サピスその他 31社

1) 1971年現在
鹿島小倉の協力
企業数は1972年
2 }聞きとゅによる。

ii) 機視産業の場合

労働対象の流れ

4・

ザ
」
政
米

業

hw
企

企

〉

を

力

「

、

=

革

命

E

』
皿
一
嗣
ぺ

、
1
L

市
中
迎

仙一な詳』紫kpを力作協製品述部関
(例) トヨタ自動車工業の均合

次
工卒建設など 33社

一
次
郎
品
メ
カ

トヨタ白工 各工場 トヨタ自版

同醐

1) 19i1年現在。
2)'トヨタ自動車30年史J
ほかιよる。
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関連企業 協力企業の刺用形態の相異は，巨大企業における生産プロセスの

相異に基づいている。総合化学工業・普通鋼製造業などの装置産業巨大企業は，

当該産業における労働対象の流れからみた場合，前工程に位置し，生産プロセ

スは一つの基本的な素材から各種の製品が導かれる l枝分れ型ないし分散型」

のフロセスになっている。これに対し，電気機器製造業・自動車製造業などり

機械産業では，巨大企業は労働対象の流れからみて最終工程に位置し，生産プ

ロセスは各種の素材から一つの完成品を生産する「収れん型ないし結合型」の

プロセスとなョている問。 装置産業のような「分散型」の生産プロセスの場合，

関連企業・協力企業は，主と Lて工事請負・作業請負を担当するか，または労

働対象の流れからみた場合後工程で分散型に編成きれ二次加Tを行なっている。

「収れん型」のプロセスの場合，関連企業・協力企業群は，主として巨大企業

の前工程に位置し，巨大企業にむかつて収れん型に編成されている制。

このような関連企業・協力企業群の利用形態の相異は，充用資産構成に異な

った結果をもたらしている。機械産業のように，関連企業・協力企業を収れん

型に配置している場合には，それによって巨大企業の固定資産が節約され，流

動資産(外注部品〉におきかえられる。たとえばトヨタ自動車工業の関連企業で

ある豊田工機・トヨタ車体・アイシγ精機・日本電装や愛知製鋼などはトヨタ

自動車工業の 工場から分離・独立した関連企業であるが，これによってトヨ

タ自動車工業は電装品や鍛造品を内製する場合必要であった設備を節約し，そ

れを外注部品として受け入れることによって固定資産の比重を低め，流動資産

の構成比を著しく高めている。収れん型に関連企業・協力企業を配置している

場合には，外社比率を高〈するほど固定資産の構成比は低<，流動資産の構成

比は高くなる。

装置産業では，関連企業協力企業群の大部分は，工事請負・作業請負を担

当しているか，または二次加工に従事L-，分散型に配置されているが， この場

29) 坂本湘一，前掲「現代巨大生産単位の生産方式J88へー丸
30) 掴江英，前掲「協力会社」とくに23ヘ ジ B
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合には巨大企業の固定資産が流動資産におきかえられる乙とはない。装置産業

の充用固定資産構成比はやはり高い。

流動資産回転率，固定資産回転率，充用流動資産構成比は，装置産業ではい

ずれも低く，機械産業ではすべて高い。これら 3つの条件は，生産工程の性格

に基づく生産期聞の相異，設備の耐周年数と設備投資額・建設期間白相異，先

行投資と関連企業・協力企業群の利用形態の相異から説明できた。したがって，

装置産業と機械産業の製造資本回転率の相異は，全く対照的な生産構造の性格

に基づく構造的なものとして結論づけることができる。財務構造を規定する産

業構造聞の収益力格差は，とれによってひとつの説明をえた叩。

(1975年3月脱稿)

31) 本稿では.倉成長期を対象として，生産構造の側面から資本回転車の差異を樟討してきたが，
停滞期には，製品在庫由滞留の問題など本稿で捨象した流通構造から規定要因を噂入して樟討す
る必要がある。その場合には，販売の停滞から生産量が縮小し回転車は低(>1:ると考える乙とが
でき忍が，生産構遣の側面に限っていえば，それは，揖業度の低下，生産期間町長期化(たとえ
ばラインのスピ ドを遅らすなど)， 遊休設惜の顕在化によって，流動資産回転車・充用流動費
産構成比とも低下する ζ とを内容としている。この点については，別の樺告に検討したい.


